
イギリスにおける中⼩企業政策の展開
――2004 年のアクションプランを中⼼にして――

渡 辺 俊 三

はじめに

イギリスでは 1997 年に労働党政権が発⾜し

たが，当初は労働党の中⼩企業政策は何かがみ

えなかった。しかし 2000 年４⽉に中⼩企業庁

（Small Business Service）が設⽴され，2001 年

１⽉に“Think Small First”が発表されて以来，

ようやく労働党独⾃の中⼩企業政策は何かが明

確になりはじめた。2005 年までに，事業をス

タートさせ，成⻑させるためには世界の中でイ

ギリスが最適の国になることに⽬標をおいて，

中⼩企業政策を展開しようというのである。そ

こで本稿では 2000 年以降から 2004 年までのイ

ギリスの中⼩企業政策について，政策展開とそ

の実績に焦点をあててみることとする。

１ 中⼩企業政策ビジョンの展開

⽇本では中⼩企業政策の⽅向を⺬すためにビ

ジョンという政策⼿法が採⽤されたことがあ

る。中⼩企業政策ビジョンとして有名なもの

は，1980 年に発表された『1980 年代の中⼩企業

のあり⽅と中⼩企業政策の⽅向性について』と，

1990 年に発表された『90 年代の中⼩企業ビジョ

ン』の２つである
(1)
。1970 年代，80 年代はビ

ジョンの最盛期であったが，90 年代に⼊るとと

もに，中⼩企業政策からビジョンという⽤語は

消え去ることとなる。もっとも通商産業省の事

務次官であった福川伸次はその著書のなかで，

産業政策の政策⼿段の⼀つとして，ビジョンの

提⺬を挙げている
(2)
が，90 年代以降は明確にビ

ジョンと名付けた政策⽂書は発表されていな

い。その理由は不明だが，ビジョンが「⻑期の

構造変化に対する情報と指針」を与える政策⼿

段であるとの，OECDの定義
(3)
からすると，⻑

期不況に陥った 90 年代の⽇本経済にとって，

⻑期的展望を⺬すことが不可能になったこと

や，通産省（現経済産業省）が規制緩和官庁に

⽅向転換し，指導⾏政とならんで政府の経済へ

の介⼊を⺬すシンボルとも⾔えるビジョン
(4)
と

いう政策⼿段を放棄したことが考えられる。⽇

本の場合，中⼩企業政策は官僚主導で展開され

ているため，このような現象が起きるのであろ

う。

他⽅，イギリスの場合，⽇本とは反対に，T.

ブレアの労働党政権になってからは，中⼩企業

政策は保守党時代以上に活発化しており，その

なかで政府の中⼩企業政策へのかかわりを積極

化する指針が発表されてきた。実際，政府の発

表する⽂書のなかでもビジョンという表現が⽤

いられている。たとえば中⼩企業サービス

（Small Business Service，以下 SBS と略す）

が発表する“Business Plan 2003”あるいは

“Business Plan 2004”では，「事業をスタート

させ，成⻑させるためには世界の中でイギリス

が最適の国になる」ことがわれわれのビジョン

であると述べている
(5)
。また SBS のホーム

ページにおいても，こうしたビジョンが述べら

れている
(6)
。その指針は，政府が発表するとは

いえ⽇本のように官僚主導によるものではな

く，政党の⽂書という性格が強い。その意味で

は中⼩企業政策ビジョンであると同時に，中⼩
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企業政策綱領でもある。

そこで 2000 年以降のイギリスにおける中⼩

企業政策ビジョンの推移をみることとしよう。

イギリスでは 2000 年４⽉に SBS が設⽴され

た。SBS は貿易産業省（Department of Trade

and Industry）内の⼀つの庁として位置付けら

れている。2000 年以降，中⼩企業政策は主とし

て SBS によって実施されることとなった。

また，政府は中⼩企業政策の⽅針を⺬す⽂書

として，2001 年１⽉に，“Think Small First”と

いう⽂書を発表した
(７)
。その理念は，政府機関

は中⼩企業のことを第１に考えて⾏政サービス

を提供せよという点にある。“Think Small

First”は，2005 年までに，事業をスタートさせ，

成⻑させるためには世界の中でイギリスが最適

の国になることを⽬的に，起業⽂化と企業環境，

規制，政府⽀援の３つの分野で，政府の果たす

べき役割を述べた，中⼩企業ビジョンとも⾔う

べき⽂書である。その後のイギリスの中⼩企業

政策は“Think Small First”の理念のもとに展

開されていくことになった。

初代 SBS ⻑官であった D. アーウィンに代

わって，2002 年４⽉に，M.W. グリフィスが第

２代⻑官に就任した。グリフィスのもとで，

SBS は中⼩企業政策を積極的に展開し，2002

年には次ぎのような政策⽂書が発表された
(８)
。

2002 年７⽉ “Look to the Future : Growth

and Development”

10 ⽉ “Cross Cutting Review of Ser-

vices for Small Business”

11 ⽉ “Enterprise Britain : A mod-

ern Approach to Meeting the

Enterprise Challenge”

12 ⽉ “Small Business and Govern-

ment : The Way Forward”

“Small Business and Government”は，

“Think Small First”の発表以来政府が実施し

てきた中⼩企業政策と，2002 年に政府が発表し

た中⼩企業政策を集⼤成し，中⼩企業の政策ビ

ジョンを⺬したものといえる。⽂書に署名して

いるのは，T. ブレア⾸相，G. ブラウン蔵相，P.

ヒューイット貿易産業相，M. W. グリフィス

SBS ⻑官である。ここからも政府を代表する

⽂書であることがわかるが，いかんせん本⽂は

７⾴の⼩冊⼦にすぎなかった。そこで１年をか

けて“Small Business and Government”で提⾔

した政策を検証した⽂書，“A Government Ac-

tion Plan for Small Business : Making the UK

the best place in the world to start and grow a

business”
（9)
が，2004 年１⽉発表された。この

⽂書は基本的には，2002 年 12 ⽉の“Small

Business and Government”の内容を拡充した

ものである。

この⽂書は上下２分冊に分かれており，上の

分冊の表題は，“A Government Action Plan for

Small Business : Making the UK the best place

in the world to start and grow a business”と

なっており，下の分冊には上と同じ表題のほか

に“The evidence base”との副題がついている。

以下前者を“アクションプラン”，後者を“The

evidence base”と呼ぶこととする。“The evi-

dence base”は⽂字どおり中⼩企業政策の実証

編であるのに対して，“アクションプラン”は中

⼩企業政策の現状，公約の実現状況，将来の政

策，政策評価の⽅法について述べている。さら

に“アクションプラン”はT. ブレア⾸相，G. ブ

ラウン蔵相，P. ヒューイット貿易産業相が署名

しており，“The evidence base”はM.W. グリ

フィス SBS ⻑官が署名している。“The evi-

dence base”は実証的分析の書であるから，

2002 年９⽉に SBS が発表した“Small Firms :

Big Business ! A review of small and Medium

enterprises in the UK”
（10)
と併せて読めば，⽇本

の『中⼩企業⽩書』のように，イギリスの中⼩

企業と中⼩企業政策の現状を知るのに最適であ

る。ここでは“アクションプラン”の内容をみ
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ることとしよう。

“Think Small First”のなかでは，2005 年まで

に，事業をスタートさせ，成⻑させるためには

世界の中でイギリスが最適の国になることを⽬

標としていたが，“アクションプラン”において

もその⽬標は変わっていない。なお 2005 年を

⽬標年次とするのは，2005 年にイギリス下院の

総選挙が予定されているからである。そのため

に政府のなすべきこととして，⑴起業⽂化の形

成，⑵ダイナミックな新規開業市場の形成，⑶

中⼩企業の成⻑可能性の形成，⑷中⼩企業⾦融

の改善，⑸不利益を被っている地域やグループ

に対する企業の振興，⑹中⼩企業に対する政府

のサービスの改善，⑺より良い規制と政策の展

開の７点を挙げている。これら７つの⽬標は，

図１のように関連付けられており，最終的に⽬

指すところは，中⼩企業の⽣産性の増⼤と雇⽤

機会の極⼤化である。

ところで，ここで問われるのは保守党時代の

中⼩企業政策と，労働党の中⼩企業政策の違い

は何かということである。保守党時代の中⼩企

業政策でも，サッチャーの時代は失業対策とし

ての中⼩企業政策が中⼼であり，そのため新規

開業促進政策が重視されたのに対して，メー

ジャー時代は新規開業促進よりも，既存の中⼩

企業の成⻑発展が重視されたという違いはある

にせよ，起業⽂化，新規開業，中⼩企業の成⻑，

⾦融の改善，サービスの改善，より良い規制を

はじめとして⽣産性増⼤も雇⽤拡⼤も，保守党

時代の政策のテーマであったことは間違いな

い。ブレア政権による中⼩企業政策の唯⼀の独

⾃性は，不利益を被っている地域やグループに

対する企業の振興，つまり社会的公正の追求と

いう点にある。

かつて保守党時代は⾃由競争の推進を軸にお

いて中⼩企業政策を推進したが，ブレア政権は

社会的公正に軸⼼を移して中⼩企業政策を進め

ようとしているのである。ブレア政権は保守党

の政策を 180度⽅向転換するのではなく，保守

党の成果を⽣かしつつも軌道修正しようとして

いるのである。こうしたバランス感覚が選挙に

おいて労働党に⽀持を与える背景となっている

ものと思われる。そしてこれが，古い労働党時

代の第１の道や，サッチャーに代表される保守

党の第２の道と区別された，新しい労働党の中

⼩企業政策における第３の道であるというので
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図１ ⽣産性向上と雇⽤拡⼤をめざす政府の７つの戦略

中⼩企業の

成⻑可能性⇒

の形成 中⼩企業⼜

は⾃営業に

よる雇⽤機

会の極⼤化

全中⼩企業

の⽣産性の

向上

不利益を被っている地域

やグループに対する企業⇒

の振興

よりよい規制と

政策の展開 ⇒

中⼩企業⾦融の改善 ⇒

ダイナミックな

新規開業市場の⇒

形成

起業⽂化の形成 ⇒

中⼩企業に対す

る政府のサービ⇒

スの改善

Small Business Service, A Government Action Plan for Small Business, January 2004. DTI. p. 7 による。



ある。そして社会的公正の具体的内容が，マイ

ノリティ企業，⼥性企業，社会的企業（Social

Enterprise）の重視であり，恵まれない地域

（Deprived Area）の⽀援である。なお社会的

企業とは，私的利益を⽬的に経営される企業で

はなく，社会の構成員の利益のために存在する

企業であると定義されている。具体的には，労

働者所有企業，信⽤組合，協同組合，⾝障者を

雇⽤するための企業，フェアトレードのための

事業，チャリティショップ等々が考えられてい

る。

社会的公正の追求を掲げれば格差是正が政策

⽬標になるのは当然である。たとえば“アク

ションプラン”のなかで政策評価をどのような

基準によって測るのかが述べられているが，「不

利益をうけている地域と代表されないグルー

プ」（disadvantaged communities and under-

represented groups）については，進んだ地域

と遅れた地域との間の開業数の格差，⿊⼈グ

ループとその他のグループとの間の⾃営業者⽐

率の格差，男⼥間の⾃営業者⽐率の格差縮⼩が

あれば政策は成功であると述べている（後出，

表４参照）。勿論，⽇本の⼆重構造にかんする

議論のなかで⺬された，⼤企業と中⼩企業との

あいだにみられる付加価値⽣産性格差，賃⾦格

差，資本装備率格差といったような格差とは，

格差の内容が異なるが，国⺠のあいだに存在す

る格差に⽬を向けるという点においては，意味

するところは同様である。

⽇本では市場のことは市場にまかせるという

市場原理主義がまかりとおっているのに対し

て，イギリスは必ずしも市場原理主義⼀本槍の

政策展開ではない。なにゆえ政府は中⼩企業政

策を強化しなければならないのかという点につ

いては，政策の必然性として議論されているが，

議論は市場の失敗と政府の戦略の２つに収斂さ

れるようである。市場の失敗に対応するために

政府介⼊が必要であるということについては誰

も否定しない。セイフティネットの議論がそれ

である。しかし政府の戦略については，政府の

市場介⼊の是⾮として議論の分かれるところで

ある。⽇本ではかつてビジョン⾏政の名のもと

に通産省（現経済産業省）の政策介⼊が頻繁に

⾏われた。これは悪名⾼い通産省（Notorious

MITI）として，主としてアメリカから批判され

た。その後通産省は規制緩和官庁に路線転換し

た。だがイギリスの現状をみると，かつての⽇

本が再現されているような錯覚に陥る。政府の

戦略の有無は，畢竟するに政策ビジョンを持つ

国と持たない国の違いである。そしてブレア政

権の戦略とは，国際競争⼒の強化と社会的公正

を追求しつつ，2005 年までにイギリスを，世界

の中で企業を開業し，経営するのに最適な国と

するということである。

２ 中⼩企業施策とその実績

イギリスの個別具体的な中⼩企業施策
(11)
を

知るためには，⑴貿易産業省が発表する“Gov-

ernment’s Expenditure Plans”，⑵ SBS が発表

する“Business Plan”，⑶⼤蔵省が発表する“Pre-

Budget Report” “Budget” “Spending Review”

等々を利⽤するのが便利である。

労働党政権になってからの“Government’s

Expenditure Plans”は，1998 年以降，毎年発表

されていたが，このレポートは 2003 年以降，

“Departmental Report”と名前を変えた
(12)
。

これらのレポートは，貿易産業省が担当する施

策をすべて⺬しており，そのなかで SBS が担

当する中⼩企業施策の⽬標とその実績，あるい

は実現状況も述べるという形式になっている。

中⼩企業施策の実績は政策評価ではないが，施

策に数値⽬標をかかげるならば，施策の実績を

⺬すのは最低の義務であるとの観点からおこな

われている。

また SBS は 2003 年５⽉に“Business Plan
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2003”を，2004 年４⽉に“Business Plan 2004”

を発表した
(13)
。いずれも SBS の事業計画を単

年度ごとにまとめたものである。これをみると

SBS は毎年どのような中⼩企業施策を実施し

ようとしているのか理解することができる。そ

して“Business Plan”の前提になっているのは，

“Small Business and Government”と“A

Government Action Plan for Small Business”

のなかで展開された７つの戦略⽬標である。

2003 年の“Business Plan”は“Small Business

and Government”が前提になっており，2004

年の“Business Plan”は“A Government Ac-

tion Plan for Small Business”が前提になって

いる。ただ SBS の事業計画書であるから，SBS

中⼼に記述されていて，中⼩企業施策の総合性

にかけるきらいがある。

これとは別に 1998 年から労働党政権は，⾏

政サービス協定（Public Service Agreement，

以下 PSAと略す）を発表し，PSAの⽬標と実

現を評価してきた。PSAの推移を⺬すと，次

のとおりである。まず 1998 年に“Comprehen-

sive Spending Review”（CSR）を公表して，

1999-2000 年を⽬標とする PSAを発表した。

2000 年には“Spending Review 2000”を公表し

て，2001-04 年を⽬標とする PSAを発表した。

2002 年には“2002 Spending Review”を公表し

て，2003-06年を⽬標とする PSAを発表した。

これら３種の PSAに対応するものが，2000 年

以降，発表された“Government’s Expenditure

Plans”と，これを引き継いだ“Departmental

Report”である
(14)
。

さらに毎年秋に“Pre-Budget Report”が，春

に“Budget”が発表され，そのなかで中⼩企業

施策にもふれているが，これらは⼤蔵省（Her

Majesty Treasury）の発表するレポートである

ため，予算に重点を置いている
(15)
。

このように各レポートは⼀⻑⼀短であるが，

中⼩企業施策の実績を知るという本稿の⽬的か

ら判断すると，“Government’s Expenditure

Plans”ないしは“Departmental Report”が便

利である。そこでこのレポートに沿って中⼩企

業施策の現状と実績をみることとしよう。
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表１ 2002-03 年の中⼩企業施策と実績

⑴起業⽂化の形成

①Young Enterprise’s Enterprenuership Masterclass and Graduate programmes And their innova-

tion Awards⇒ 25万ポンド援助，13,000 名参加

② Shell LiveWIRE⇒ 14万ポンドの資⾦供給，14万 3千件の問い合わせ，3万 5千のビシネスキット

を配布

③ The Shell Technology Enterprise Programmes (STEP)⇒ 60万ポンド援助，1,200STEPプロジェ

クトのうち約 20％に⽀援

⑵新規開業促進

Start-up Guide⇒ 2003 年５⽉にアクションプランを発表

⑶不利益を被っている地域・グループでの企業の振興

① EthnicMinority Business Forum⇒フォーラムの開催，SBS に少数⺠族企業のためのウェッブサイ

トを作成，SBS は British Bankers’Association と共同で資⾦調達に関するレポートを作成，ビシネ

スリンクに少数⺠族にかんするデータを収集

②Women entrepreneurship ⇒イギリスは OECD諸国のなかで⼥性企業に対する⽀援策が劣ってい

るので，新たな戦略を作成
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③ Phoenix Fund ⇒不利益を被っている地域とグループのために，2002-03 年は 3,500万ポンド，

2003-04 年は 3,000万ポンドを⽀出することを決定

④ City Growth Strategies (CGS)⇒インナーシティ 100箇所の再活性化のために，フェニックスファ

ンドを活⽤

⑤ Bridge Fund ⇒ SBS はベンチャーキャピタルファンドを開始

⑥ Development Fund ⇒少数⺠族，⼥性，⽚親，⾝障者のための⽀援。90プロジェクト，3,000万ポ

ンドを⽀援。

⑦ Community Development Finance Institutions (CDFIs)⇒ 40 以上の CDFIに対して，2,000万ポ

ンドを提供

⑧ Community Investment Tax Relief (CITR)⇒ CITRは CDFIの資本⼒を強化するもの。CDFIに

投資した企業に対し，５年にわたり５％の税額控除をする。2003 年５⽉に実施。

⑨ Business Volunteer Mentoring Association (BVMA)⇒ BVMA は不利益を被っている地域，グ

ループの新規開業企業に無料のアドヴァイスをおこなう組織。SBS は 130万ポンドを提供。

⑩ Development Fund for Rural Renewal⇒⼝蹄疫に汚染された地域の企業を援助するため，2001 年

に 300万ポンドで発⾜。２年間で 19プロジェクトが実⾏中。

⑪ Farm Business Advice Service (FBAS)⇒環境・⾷糧・農業省と共同で実施。FBAS は３⽇間にわ

たる特別仕⽴てのアドバイスを農⺠に提供。

⑷より良い規制

① small firm impact test⇒中⼩企業に影響を与える規制の評価にかんする内閣府のガイドライン。

SBS は他の政府機関がこのガイドラインに適応できるように情報収集をする。2003 年４⽉に “The

No-Nonsense Guide to Government rules and regulations for setting up in business” を発表。

② Local Business Partnership Fund (LBPF)⇒ LBP の活動を⽀援・促進。地⽅の企業に全国・地⽅レ

ベルの規制にかんする情報提供を実施。

③ European Charter for Small Business⇒教育訓練，より良い規制，税制・⾦融，振興を含む EUの中

⼩企業に対する⽀援活動

④ Multiannual Programme for Enterprise and Enterprenuership ⇒ EU 加盟国間のベストプラク

ティスの交換をとおして政策の発展をはかる

⑸政府サービスの改善

① Business Link Operators (BLOs)⇒ SBS の 2002-03 年の BLO への補助は 1億 4,300万ポンド，

2003-04 年は 1億 4,400万ポンド。地域のBLOへのウェッブサイトへのアクセスは⽉ 150万件。

② Advertising campaign⇒ BLを促進するため 2002 年９⽉に実施。ナショナルコールセンターへの

応答は 61％増，登録者は２倍増。

③ Procurement contracts⇒中央政府・地⽅政府の調達における競争を容易にする。2003 年夏までに

中⼩企業のためにウェッブ上の窓⼝を⼀本化

⑹中⼩企業の成⻑促進

① skills development⇒ BLOは 3,500 名に技術指導を実施。BLOは 10-49 名の規模の企業１万社，

50 名以上の企業の 45％を⽬標に技術研修を実施。



2003 年の“Departmental Report”のうちから

2002-03 年に実施した中⼩企業施策の⽬標と実

績を表１に，2004 年のレポートのうちから

SBS の 2002-03 年の⽬標と実績を表２に，SBS

の 2003-04 年の⽬標と実績を表３に要約した。

なお施策そのものについては，⽇本語に訳すと

意味不明になる惧れがあるものもあるので，英

⽂のまま表記している。2003 年のレポート（表

１）は中⼩企業施策の全般について，しかも施

策を７つの戦略にそってまとめているので理解

しやすい。それに対して 2004 年のレポート（表

２，表３）は，SBS に関連する施策のみを列記

しているので，中⼩企業施策全体を知るには不

都合である。

もちろん表１に⺬された施策が中⼩企業施策

のすべてではない。他の省庁に所管に属する施

策で中⼩企業にかかわりのある施策は当然存在

する。例えば雇⽤・教育省が所管する職業訓練

制度がそうである。現在，イギリスの中⼩企業

施策が何種類あるのかは不明である。1989 年

の下院監査委員会の報告以来，「複雑性と特異

性のつぎはぎ」（patchwork quilt of complexity

and idiosyncrasy)
(15)
としばしばいわれるイギ

リスの中⼩企業施策はたしかに複雑である。し

かし表１に⾒られるような複雑さはいずこの国

でも同様である。むしろ複雑な中⼩企業施策を

イギリスにおける中⼩企業政策の展開（渡辺） 37

② Small Firms Initiative (SFI)⇒技術の評価機関である Investors in People の研修を受ける制度。

2003 年初めに発⾜。

③ Teaching Company Scheme (TCS)⇒ TCS は成績優秀な⼤学卒業者を参加させ，新しい知識を企

業に移植する。2002 年末までに 920 のプログラムが実施され，貿易産業省の予算も 2003-04 年に

は 1998 年の２倍になった。

④ Smart and Enterprise Grants⇒個⼈，企業の技術開発，R&D，新技術・新製品開発に活⽤される

⑺中⼩企業⾦融の改善

① The Small Business Investment Taskforce (SBIT)⇒ベンチャーキャピタル市場の最適な⽀援⽅法

を含む，中⼩企業⾦融市場の活⽤⽅法にかんする助⾔をする

② Enterprise Fund ⇒ベンチャーキャピタルを提供する⺠間企業との共同会社

③ Small Firms Loan Guarantee Scheme (SFLGS)⇒信⽤保証制度。2003 年４⽉に制度改正。対象業

種に⼩売業・ケータリングを含め，保証割合は 75％，保証料率２％となる。

④ Regional Venture Capital Funds (RVCF)⇒政府は９ヶ所の RVCF に 8,000 万ポンドを投資。

RVCFは 1億 8,700万ポンドまで調達予定。ファンドは 2億 2,800万ポンド投資可能。

⑤ UK High Technology Fund ⇒Westport Private Equityによって運⽤されているファンド。ファ

ンドに政府も⼀部投資。９つのベンチャーキャピタルに 1億 2,300万ポンドを投資。

⑥ Early Growth Funding ⇒ RVCFを補完するリスクキャピタル。新規事業を展開しようとする既存

企業に対して投資。SBS は 1,000 の中⼩企業に，5,000万ポンドを投資する予定。

⑦National Business Debtline⇒イングランド，ウェルズにある負債問題を抱える零細企業に対する

相談事業。３ヵ年のパイロット事業として，54万ポンドが SBS と７⼤銀⾏によって積み⽴てられ

ている。

⑧ Investment Readiness⇒成⻑企業の資⾦調達を可能にするために，SBS と私営・公共部⾨が協⼒す

る事業

出典 Department of Trade and Industry, Departmental Report 2003, Cm 5916, May 2003, pp. 96-103, The Station-

ary Office より筆者作成。



どのような規準で類型化するのか，を考えるほ

うが議論は建設的になる。

中⼩企業施策の類型規準として，⾦融対策，

財政・税制対策，情報提供対策，⼈材確保・育

成・労働対策，技術振興対策，中⼩企業⽀援機

関の設置等々を考えることができる。これらは

政策⼿段を規準にしたものである。

これとは別に，中⼩企業政策の根拠は何かと

の観点からする中⼩企業施策の類型化も可能で

ある。しばしば中⼩企業政策の根拠としてあげ

られるのは市場の失敗への対応である。たとえ

ばストーレイもなぜ中⼩企業政策なのかという

問いに対して市場の失敗をあげている
(17)
。そし

て市場の失敗の理由として，㈶中⼩企業総合研

究機構の報告書は以下の４つをあげている
(18)
。

⑴中⼩企業は相対的に不利な⽴場にあるた

め，政府の⼀定の⽀援策なしには市場の競争は

効率的な資源配分に失敗するであろうという⾒

解。

⑵情報収集上の不利。市場機会や資⾦調達，

政府規制に関する情報収集や分析の費⽤は固定

費であり，中⼩企業は相対的に不利な状況にお

かれるという⾒解。

⑶技術⾰新の担い⼿としての中⼩企業の役

割。技術⾰新，新製品開発や新市場開発は不確

実性が⼤きく，リスクが⾼い。⼤企業の場合は
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表２ 2002-03 年の SBS の施策の⽬標と実績

１ SBS の戦略⽬標を発表する。⇒ Small Business and Government の発表

２ Enterprise Insight, Young Enterprise, STEP への 30歳以下の参加者を 10％増加させる。⇒ 2002

年夏に STEPは 10％増

３ 政府横断的に中⼩企業 impact test を実施する。⇒ 2003 年１⽉に Small Firms Impact Test を実施

４ 先進地域と後進地域の開業率格差を年間１％以下にする。⇒ 2000 年と 2001 年の VATの開業率は

１％以上縮⼩

５ Community Development Finance Institution を設⽴・発⾜する。⇒実施中

６ “Bidges” Community Development Venture Fundを発⾜する。⇒ 2002 年５⽉に発⾜

７ 2002 年 10 ⽉までに新規開業のための国家戦略を発表する。⇒ 2003 年 11 ⽉に省庁横断的なグルー

プができ，2004 年１⽉末から２⽉初めには戦略が公表される予定

８ Business Link Operator の浸透度・満⾜度を 2001-02 年の⽔準より⾼める。⇒ 2002-03 年の浸透

度・満⾜度は前年より向上

９ 中⼩企業⾦融を改善する。

⑴ 2002 年 12 ⽉までに，残り６箇所の Regional Venture Capital Fund (RVCF) を発⾜させる。⇒６

箇所のうち４箇所は発⾜，２箇所は 2003 年４⽉に発⾜

⑵ 2002 年９⽉までに６つの Investment Readiness を実施する。⇒実施中

⑶ 2003 年３⽉までに 200 の中⼩企業にEarly Growth Fundを投資する。⇒契約と国の援助の難しさ

により発⾜は遅れたが，最初のFundは 2002 年 12 ⽉に発⾜

10 Investor in People の認識を⾼める。⇒戦略の⾒直しがおこなわれるまで延期する

11 30 ⽇以内の⽀払いをおこなう。⇒ 98％達成

出典 Department of Trade and Industry, Departmental Report 2004, Cm6216, April 2004, pp. 133-134, The Station-

ary Office.



企業内の他の活動によってリスクを分散し，ま

たは初期コストを軽減できるが，中⼩企業はそ

うした余地が⼩さく，結果として社会全体とし

て技術⾰新の機会を損なう懸念があるという⾒

解。

⑷⾦融における規模格差の視点。中⼩企業は

⼤企業と⽐較して資本市場における資⾦調達が

困難であるが，新企業や中⼩企業に対する貸付

や投資はモニタリング等のコストが⼤企業の場

合よりも⾼く，これが事業リスクと相まって⾦

融⾯ないしは外部資⾦調達⾯の企業規模による

格差がもたらされるという⾒解。

要するに資⾦配分の効率性，情報の⾮対称性，

技術⾰新，資⾦調達⾯での市場の失敗である。

これは中⼩企業の問題性とも置きかえることが

できる。そもそも中⼩企業政策は中⼩企業問題

に対応するために採⽤されたのであるから，市

場の失敗はきわめてオーソドックスな中⼩企業

政策の根拠である。そうであるならば市場の失

敗は上記の４点にとどまらず，労働⼒の確保・
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表３ 2003-04 年の SBS の施策の⽬標と実績

１ 2004 年１⽉までに政府横断的に起業⽂化を⽀援する戦略を作成する。⇒実施計画に同意

２ 2004 年１⽉までに官⺠共催の Enterprise Shows を最低５地域で開催する。⇒２箇所の提案が認め

られた。2003-04 年には３箇所で開催される予定。

３ 2004 年３⽉までに，中⼩企業の成⻑可能性にかんする戦略を発表する。⇒ 2004 年１⽉の戦略のな

かで発表

４ Smart の後継となる研究開発のための補助⾦を創設し，700 のプロジェクトを⽀援する。⇒ 2003

年 12 ⽉末の⽀援件数は 200件。Smart の⽀援が 500件。

５ 2003 年４⽉までに Early Growth Fundingと RVCFs を含めて，中⼩企業⾦融の改善に努める。⇒

３つの Early Growth Fundingに投資。2004 年２⽉までにさらに３つが実施。2003 年 12 ⽉末時点

で RVCFs をとおして 70 の中⼩企業に 1700万ポンドを投資。

６ Phoenix Development Fund (Building on the Best)を 2003 年 12 ⽉までに発⾜する。先進地域と後

進地域の VAT登録率の格差を１％以内に縮⼩する。⇒結果は 2003 年 12 ⽉に公表する。格差は

2000 年，2001 年に１％以下となる。

７ 2004 年３⽉までに，新たな貿易産業省の企業⽀援策をネット上で全国，地⽅，地域ごとに提供する。

2004 年４⽉までに，ビジネスリンクの浸透度を現在の 16％から 22％に引きあげ，満⾜度を 82％か

ら 87％に引きあげる。⇒約 550 の国の施策がネット上で提供されている。地⽅，地域の施策も

2004 年４⽉までにさらに拡充される予定。浸透度は 18.5％，満⾜度は 85.4％。

８ North West, West Midlands, East Midlands の地域開発庁（RDA）が実施している企業⽀援策の評

価を実施する。⇒事業の第１段階のレポートは 2003 年 12 ⽉に発表された。第２段階のレポートは

2004 年３⽉，第３段階のレポートは 2004 年秋に発表され，事業の成果の評価がなされる予定。

９ “No-Nonsense Guide to Government rules and regulations for setting up your business”を発表する。

⇒ 10万部配布

10 中⼩企業にかんする規制環境についての⽂書を 2003 年 11 ⽉の発⾏する。⇒ 2003 年 12 ⽉に，

“Regulatory Reform Action Plan” を発表

11 2004 年６⽉までに Investors in People の認識を広める。⇒実施済み

出典 Department of Trade and Industry, Departmental Report 2004, Cm6216, April 2004, pp. 135-136, The Station-

ary Office.



育成，国際化への対応，環境保全等々といった，

中⼩企業をとりまく環境変化への適応全体にみ

られるのである。

たしかに市場の失敗が中⼩企業政策を必要と

するということはまぎれもない事実であるが，

市場の失敗のみに中⼩企業政策の根拠をもとめ

るのは⼀⾯的である。もう⼀つの側⾯，中⼩企

業の振興という政府の戦略も⾒逃すわけにはい

かない。つまり市場の失敗と政府の戦略が中⼩

企業政策を必要とするのである。⽇本では消極

的政策と積極的政策，不利是正政策と近代化政

策といわれていたものがこれである。市場の失

敗は消極的政策，不利是正政策であり，中⼩企

業の振興は積極的政策，近代化政策である。

そして市場の失敗に対応するための政策に

も，中⼩企業の振興という政府の戦略にも，前

述の⾦融対策，税制対策，情報提供対策，⼈材

確保・育成対策，技術振興対策，中⼩企業⽀援

機関の設置等々がそれぞれ対応すると考えられ

るのである。市場の失敗，中⼩企業の振興が中

⼩企業政策の⽬的であるとすると，⾦融，税制，

情報提供，⼈材確保・育成，技術振興，中⼩企

業⽀援機関の設置は中⼩企業施策の⼿段と考え

ることができる。そしてこうした中⼩企業政策

の⽬的と⼿段のミックスのなかで，個別具体的

な中⼩企業施策が採⽤されているといえるだろ

う。

３ 政策評価について

⽇本では 2001 年１⽉に中央省庁の改編がお

こなわれ，改⾰の⼀環として政策評価が各省庁

に義務付けられるようになった。政策評価はイ

ギリスにおいても同様になされている。イギリ

スの中⼩企業政策の評価について，われわれが

知ることができるものとして３種類ある
(19)
。第

１は，政府が議会，国⺠に向けて発⾏する報告

書の形式をとったレポート，第２は，下院の貿

易産業委員会が時々実施する，政府の政策を対

象にした委員会報告，第３は，アカデミズムが

実施する調査・報告である。

第２，第３の評価は第３者が実施するもので

あるから，それなりに客観性をもっているが，

第１の評価は，⾃⼰評価であるため，評価の客

観性という点では疑問が⽣じる。また前章でみ

たように，政策評価というよりも，政策の実績

を⺬す傾向が強い。あるいは政府がスポンサー

になって，シンクタンクや⼤学の研究者・研究

所に委託調査をする場合もあるが，こうした調

査にはどの程度客観性が確保できているかとい

う問題がある。第２の委員会報告のなかで，下

院・貿易産業委員会がとりまとめた中⼩企業政

策にかんする有名な報告としては，1995 年から

96年にかけて実施された TECs の評価，1996

年に実施されたたビジネスリンクの評価，1998

年から 99 年にかけて実施された中⼩企業問題

全般にかんする委員会報告がある
(20)
。ただし議

会の政策評価はすべての政策についてなされる

わけではなく，主要な政策に限定されるところ

に限界がある。第３のアカデミズムによる政策

評価は⽇本に⽐べると活発である。なおアカデ

ミズムによる政策評価のなかには，政府がスポ

ンサーになって調査費⽤を負担するものもあ

り，第１の政策評価とオーバーラップするもの

もある。

本稿では，“A government action plan for

small business”の“アクションプラン”を対象

とする。“アクションプラン”の特徴は，“The

evidence base”で分析した中⼩企業と中⼩企業

政策の現状をはじめに紹介し，次に政府は何を

おこなってきたか，そして今後何をおこなおう

としているのかを述べ，最後に政策評価をどの

ようにおこなおうとするのかについて，前述の

７つの⽬標ごとに分析している点にある。つま

り現状分析，現在の政策，今後の政策，政策評

価の基準について述べるのである。これらすべ
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てを紹介することは限られた紙幅のなかでは不

可能なので，政策評価基準の個所についてのみ

みると，表４のように要約される。

“アクションプラン”は政策評価の基準とし

て量的に確認できる，そういう意味では客観的

に評価できる指標を求めていることがわかる。

ただ問題はこうした指標をどのような⽅法では

かり，またその⽅法に⽋陥はないかという点で

ある。これについては政策評価の⽅法論として

議論されている。

政策評価の⽅法論上の問題点について，カラ

ンとストーレイはかれらの共同論⽂
(21)
のなか

で次ぎのように述べている。

政策評価には量的評価と質的評価の２つの⽅

法がある。量的評価とは，ストーレイが⺬した

６つの段階に分ける評価⽅法である。その評価

⽅法とは，⑴政策受容者の量をはかる⽅法，⑵

政策受容者の満⾜度をはかる⽅法，⑶政策効果

にかんする回答者の⾒解を⑵の満⾜度に付加す

る⽅法である。しかしこれらはプリミティブな

⽅法である。⑷政策を受容した企業とそうでな

い企業の業績を⽐較する⽅法，⑸政策を受容し

た企業とその競合企業とを相互⽐較する⽅法，

⑹適切な統計処理によって，⑸の選択の偏りを

考慮に⼊れる⽅法である。これらの評価⽅法は

⑴から⑶の⽅法に⽐べれば，合理的で政策評価

では満⾜できる⽅法である。他⽅，質的評価と

は，量的評価の裏付け根拠を獲得する⼿段とし

て近年採⽤されている⽅法である。ただ質的評

価は，調査対象となる企業数が少ないがゆえに，

統計的検証に耐えないものとして劣った評価⽅

法だとみなされがちである。カランとストーレ

イはどのような評価が質的評価に該当するの

か，具体的に述べていないが，先に⺬した議会

の委員会報告は質的評価になるであろう。

調査⼿法としては，既存統計の分析，書⾯に

よるアンケート調査，電話によるインタビュー

調査，⾯接によるインタビュー調査，グループ

インタビュー調査等々があるが，いずれの調査

⼿法を活⽤するにせよ，上記の量的評価，質的

評価のうちどのような⽅法で評価をするのか明

確にしなければならない，というのがカランと

ストーレイの主張である。

さらにかれらは，政策評価をする場合，さら

に考慮しなければならない点があるという。そ

れは⑴付加（additionality），⑵死荷重（dead-

weight），⑶置換（displacement）の測定困難性

というものである
(22)
。この３者についてはすで

にカランが別の論⽂
(23)
のなかで指摘しており，

さらに死荷重（deadweight）と置換（displace-

ment）については，ストーレイが“Under -

standing the Small Business Sector”のなかで

詳細に説明していた
(24)
。いずれも⽇本語に訳す

と何のことか意味不明であるが，カランの論⽂

とストーレイの著書に従えば，次ぎのように理

解できる。

⑴付加（additionality）とは政策の存在によっ

て⽣み出される成果そのものであって，死荷重

（deadweight）と置換（displacement）に対し

て相殺要因になる，とカランは説明している（p.

39）。例えば信⽤保証制度の存在によって，中

⼩企業は銀⾏借り⼊れをうけられ，資⾦繰りが

安定し，倒産を免れる，その結果，企業数の減

少は⽣じない。これが信⽤保証制度の付加であ

る。⑵死荷重（deadweight）とは，「実際に起

こったことから政策がなければ起こったであろ

うことを除去すること」（p. 270）と，ストーレ

イは説明している。ストーレイが例にあげてい

るのは，失業者への開業助成⾦であって，たと

え開業助成⾦制度がなかったとしても，新規開

業する⼈は存在するはずだから，こうした⼈を

除去して政策評価をおこなわなければならない

としている。⑶置換（displacement）とは，政

策の恩恵をえた企業の市場参⼊により，恩恵を

えない企業が受ける影響のことである。ストー

レイは，あらゆる市場で該当するわけではない
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が，「理髪業やタクシー業といった地域的に固

定的であると考えられる市場においては，助成

⾦を得た企業の参⼊は助成⾦を得ていない企業

の退出を確実にもたらす」（p. 270）といって，

置換の例にしている。

このようなカランとストーレイの主張を考慮

にいれれば，ある特定の中⼩企業施策が中⼩企

業にどのような影響をあたえているのかを評価

することはきわめて難しい。DTIの報告書に

⺬された項⽬はいずれも，政策の実績であって，
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表４ 政策評価の基準

⑴「起業⽂化の形成」については，

・起業活動に従事する若い⼈の数の増加，

・事業に従事しようとする 16歳から 24歳までの若い⼈々や 25歳以上の⼈々の⽐率の増加

・起業を考えたとき⼗分な知識・理解があると考える⼈々の⽐率の増加があれば政策は成功である。

⑵「新規開業」については，

・新規事業の⽣産性の増加，

・新規開業時に外部アドバイスを求める企業割合の増加，

・開業の障害の除去があれば成功である。

⑶「成⻑可能性」については，

・成⻑を期待し，成⻑可能な企業の⽐率の増加，

・プロダクト・プロセス・イノベーションをおこなっている企業数の増加，

・中⼩企業による外部のアドバイスへの応募の増加があれば成功である。

⑷「中⼩企業⾦融の改善」については，

・新規開業および成⻑資⾦の獲得が困難であるとする中⼩企業の数の減少，

・新規開業・初期段階にある企業への株式投資の数の増加，

・中⼩企業の資本投資の増加があれば成功である。

⑸「不利益をうけている地域と代表されないグループ」については，

・進んだ地域と遅れた地域との間の開業数の格差，

・⿊⼈グループとその他のグループとの間の⾃営業者⽐率の格差，

・⾃営業者⽐率の男⼥間格差の縮⼩があれば成功である。

⑹「政府サービスの向上」については，

・政府のサービスに満⾜しているという中⼩企業者の数の増⼤，

・ビジネスリンクの浸透度と顧客満⾜度の向上，

・企業が政府に考慮されているという点にかんする中⼩企業の認知度の改善があれば成功である。

⑺「より良い規制と政策の展開」については，

・規制が成⻑の障害であると感じる中⼩企業の減少，

・規制負担の国際⽐較のなかでイギリスの相対的地位の維持・改善，

・法令遵守にかんする助⾔・⽀援の⽅法や満⾜度について中⼩企業者の認識度の向上，

・中⼩企業に影響を与える犯罪の減少，

・公共部⾨の契約により多くの中⼩企業が有効に競争するようになれば成功である。

出典 Small Business Service, “A government action plan for small firms ; making the UK best place in the world to

start and grow a business”, DTI, January 2004. から筆者作成。



とうてい評価と呼べるしろものではない。⽇本

においても今後政策評価が活発におこなわれる

であろう。政策評価のなかには，官庁が⾃⼰点

検の⼀環としておこなうもの，シンクタンクが

おこなうもの，アカデミズムがおこなうもの

等々と多様に存在するであろうが，いずれの評

価にせよ，政策評価の⽅法論を検討する価値が

あるといえよう。

むすび

本稿は 2004 年１⽉に SBS が発表した，イギ

リス版中⼩企業政策ビジョンを中⼼に，イギリ

スにおける 2000 年以降の中⼩企業政策の内容

と実績について整理してきた。イギリスの中⼩

企業政策の現状を観察することから得られる結

論は，次ぎのとおりである。

第１に，はじめに紹介した OECD の報告書

では，ビジョンは⽇本と並んでフランスにみら

れる特徴的な政策⼿段であると評価していた

が，いまやこの両国のみの専売特許ではなく

なっている。むしろ⽇本では，ビジョンの作成

がおこなわれなくなったのに対して，イギリス

では，2005 年までにイギリスを世界の中で創業

し，事業を発展させるには最適の国にするとい

う明確なビジョンの作成がなされている。⽇本

とイギリスの違いがどこからくるかといえば，

官僚が政策の実権を握るか，政治家が握るかの

違いである。

第２に，図１に⺬されているように，イギリ

スの中⼩企業政策の最終⽬的は⽣産性の向上と

中⼩企業または⾃営業による雇⽤機会の拡⼤に

ある。⽣産性の向上が政策⽬標になるのは，拡

⼤ EUの発⾜にみられるように，市場拡⼤に対

応するためにはイギリス産業の競争⼒の強化が

必要不可⽋だからである。しかし⽣産性の向上

⾃⾝は個別企業の⽬標であるから，政府が直接

介⼊するわけにはいかない。政府のなしうるこ

とは，⽣産性向上のための環境整備に限定され

る。そのため政策の⽅向性を⺬すビジョンが

いっそう重要になるのであろう。

第３に，2001 年４⽉，ビジネスリンクの⺠営

化がおこなわれたことに代表的されるように，

イギリスの中⼩企業政策は⺠間の活⽤であると

いわれる
(25)
。しかし⺠間の活⽤は国の政策⽀援

を排除するものではないことを⾒落とすべきで

はない。表１∼３の中⼩企業施策のいずれが⺠

間活⽤で，いずれが政府の直接経営であるのか

判別するのは不可能である。しかし表１に⺬さ

れているように，ビジネスリンクに対する国の

補助は，2002-03 年は 1 億 4,300 万ポンド，

03-04 年は 1億 4,400万ポンド，１ポンド 200

円とすると，それぞれ 286億円，288億円とな

る。ワンストップショップを特徴とするビジネ

スリンクに近い施策を⽇本に求めれば，中⼩企

業⽀援センターになるだろう。2004 年版『中⼩

企業⽩書』の「平成 16年度において講じようと

する中⼩企業施策」によれば，中⼩企業・ベン

チャー総合⽀援センター，都道府県等中⼩企業

⽀援センター，地域中⼩企業⽀援センターに対

する 2004 年度の国の予算はあわせて 270億円

である（pp. 306-307）。予算額の⽐較だけに限

定すれば，イギリスも⽇本もほとんど同額であ

る。⺠間の活⽤をしても，確保する予算は⽇英

それほどかわるものではないということであ

る。⺠間の活⽤はあくまでもサービスの向上が

⽬的なのである。

第４に，図１のなかで，中⼩企業とならんで

⾃営業による雇⽤拡⼤をあげているのが，イギ

リスらしい特徴である。中⼩企業あるいは⾃営

業が雇⽤拡⼤にどの程度貢献するのかは，政策

評価の⽅法とならんで別途検討しなければなら

ない。とはいえ⾃営業の役割を認識しているこ

とは評価してもよい。中⼩企業だけでなく⾃営

業も射程に⼊れて政策を考慮しているのは，マ

イノリティや⼥性をはじめとする代表されない
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⼈々が起業する場合は，必ずしも企業としてス

タートするわけではなく，⾃営業としてスター

トする可能性が⾼いからである。中⼩企業論に

せよ，中⼩企業政策にせよ，⾃営業重視のイギ

リスの特徴が表われているといえよう
(26)
。

第５に，創業促進は，イギリスでは 1980 年代

のサッチャー時代の主要な中⼩企業政策であっ

たが，現在のイギリスにおいても創業促進は否

定されているわけではない。中⼩企業政策が多

種多様になった結果，創業促進が数多くの中⼩

企業施策の⼀つになるとともに，その重要性は

相対的に低下したというほうが正確であろう。

創業促進のために新規開業企業に直接援助する

ことも⽀援の⼀つであるが，起業社会の形成と

いうより広範な，その意味では間接的な創業促

進策も重視されているのである。

第６に，イギリスの創業促進に中⼩企業政策

がどれほど貢献したのかについては，議論のわ

かれるところである。ストーレイはイギリスに

おける中⼩企業の復活に果たした中⼩企業政策

の有効性に懐疑的であるが，それというのもい

かにして付加，死過重，置換効果を測るか，あ

るいは控除するかという点について確たる⽅法

論が確⽴していないからである。

注

⑴ 中⼩企業庁編［1980］，中⼩企業庁編［1990］

⑵ 福川伸次［2004］，p. 38

⑶ ⽇本経済調査協議会訳［1984］，p. 85

⑷ ビジョンとは，通産省によれば，国内経済，国際

経済，産業構造などの将来動向にかんする政策情報

の提供であって，市場メカニズムの限界を補完し，

動態的視点から望ましい⽅向へ産業を誘導する⼿段

としてもっとも基本的なものであるという。そして

ビジョンの提⺬は，政策⾦融，税制措置，技術開発

のような国による直接実施，⾏政指導と並んで産業

政策のひとつに数えられている。通商産業⾏政研究

会編著［1983］，p. 77。

⑸ SBS [2003], p. 4, SBS [2004c], p. 2

⑹ http://www.sbs.gov.uk/organization/purpose.

php

⑺ DTI [2001]

⑻ SBS [2002a] , SBS [2002c] , SBS [2002d] , SBS

[2002e]

⑼ SBS [2004a], SBS [2004b]

⑽ SBS [2002b]

⑾ ここでは個別・具体的な中⼩企業政策を⺬す場合

に中⼩企業施策といい，政策全般を⾔う場合は中⼩

企業政策ということとする。

⑿ DTI [2003], DTI [2004]

⒀ SBS [2003], SBS [2004c]

⒁ 以上の記述はDTI [2004], p. 15 による。

⒂ HM Treasury [2001] , HM Treasury [2002a] ,

HM Treasury [2003a], HM Treasury [2002b], HM

Treasury [2003b], HM Treasury [2004]

⒃ カランによれば（Curran [2000], p. 36），この表

現が最初に使われたのは 1989 年の下院監査委員会

の報告（House of Commons Audit Committee

[1989]）であるという。

⒄ Storey [1994]，邦訳 p. 264.

⒅ ㈶中⼩企業総合研究機構［1998]，p. 42.

⒆ カランは政策評価として，政府がスポンサーと

なって⺠間企業がおこなうものと，アカデミズムが

おこなうものの２種類あげている（Curran [2000],

p. 38）が，本稿では政策評価をもっと幅広くとらえ

ることにした。

⒇ これらについては，渡辺俊三［1997a］［1997b］

［2002］のなかで紹介した。また貿易産業委員会の

報告書ではないが，下院・⼤蔵委員会（House of

Commons Treasury Committee）は，2002 年７⽉に

中⼩企業⾦融にかんする報告書を発表した（House

of Commons Treasury Committee [2002a]

[2002b]）。この報告書は，政府が同年に発表した中

⼩企業⾦融にかんする報告書（Competition Com-

mission [2002]）をうけて発表されたものである。

そういう意味では政府の政策評価と議会の政策評価

が⼀体となったものといってもよい。

� Curran and Storey [2002], pp. 171-174

� Curran and Storey [2002], p. 169

� Curran [2000], p. 39

� Storey [1994]，邦訳 p. 270

� ビジネスリンクの⺠間委託の経緯については，国
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⺠⽣活⾦融公庫総合研究所［2001］を参照。またビ

ジネスリンクの歴史と，ハートフォードシャーにお

けるビジネスリンクの⺠間委託への経過を⺬した例

として，イェリ・モル［2003］を参照。

� イギリスでは中⼩企業研究においても，中⼩企業

政策においても，いかに⾃営業が重視されているか

について，詳しくは渡辺俊三［2003］，明⽯芳彦

［2004］，三井逸友［2004］を参照。
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